様式１（別紙４）
令和　　年　　月　　日　

群馬県知事　　あて　　　　　　　　


申請者住所
（法人にあっては主たる事業所の所在地）

申請者氏名　　　　　　　　　　　　　
（法人にあっては名称及び代表者名）

誓　約　書

　群馬県成長実現型Ｍ＆Ａ補助金を申請するにあたり、次の事項を誓約します。

	
１　次に掲げる「みなし大企業」に該当する者でないこと。
(1)発行済株式の総数又は出資金額の総額の２分の１以上を、同一の大企業が所有している中堅企業
者又は中小企業者
(2)発行済株式の総数又は出資金額の総額の３分の２以上を大企業が所有している中堅企業者又は
中小企業者
(3)大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている中堅企業者又は
中小企業者
２　自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者でないこと。
(1)暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をい
う。以下同じ。）
(2)暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
(3)暴力団員によりその事業活動を実質的に支配されている者
(4)暴力団員によりその事業活動に実質的に関与を受けている者
(5)自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力
団又は暴力団員を利用するなどしている者
(6)暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し、又は便宜を供与するなど直接的若しくは積極的に暴
力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している者
(7)暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを不当に利用している者
(8)暴力団員と密接な交友関係を有する者
３　自己又は自社の役員等及び被雇用者が、次のいずれにも該当する者でないこと。
　(1)出入国管理及び難民認定法による不法就労者
　(2)出入国管理及び難民認定法による不法就労を助長する者
４　国税、県税及び市町村税の未納がないこと。
５　同一の補助事業で国、県又は市町村等が実施する他の補助金の交付を受けるものでないこと。
６　法令又は公序良俗に反する行為が認められる者でないこと。
７　経営承継円滑化法上の「資産保有型会社」、「資産運用型会社」に該当しないこと。
８　交付要綱及び公募要領の記載内容を全て確認・理解したうえで、本補助金に係る各種申請手続き、
補助事業の実行等に責任をもって取り組むこと。




